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中小企業の競争行動の類型化とその特徴

一神奈川県湘南地域の中小企業の実態調査に基づ く一

金 宇 烈

1研 究 目的と問題提起

1研 究 目的と背景

本稿 は2006年 度神奈川大学経営学部国際経営研究所 「中小企業研究プ ロジェク

ト」1の一環 として神奈川県湘南地域の中小企業を対象に 「中小企業の戦略形成」に

関す るアンケー ト調査、お よびインタビュー調査に基づいたものであ り、本稿は、

イ ンタ ビュー調査の内容をまとめ、中小企業の競争行動に関す る体系的な類型化 と

特徴を考察するものである。そ して、 日本の中小企業が自社 を差別化するために、

どのような競争行動をとっているのかを体系的に分類 し、こうした競争行動の有効

性 と脆弱性、そ してその合理性を明 らかにす ることに狙いがある。

世界的な戦略論の研究者 として知 られている人物がハーバー ド大学のポーターで

ある。氏は、「多 くの 日本企業には戦略がな く、オペ レーシ ョン効率のみを追求 し

てきた」と日本企業を酷評 している。そ してこのよ うな戦略なきオペ レーション効

率追求のみの結果が、限 りない模倣の悪循環 に日本企業を陥れ、国際市場で苦戦す

る結果を招いているとい う2。

ポーターがい うオペ レーシ ョン効率 とは、同様の活動をライバル よりうま く遂行

する能率向上の意味だけではな く、製品の欠陥を減 らす とか、他社 よりも優れた製

品を素早 く開発す るといった、いわゆるQC(QualityContro1)の ことをい う。

具体的には品質向上 ・コス ト削減のための、TQC(TotalQualityControl)、 ジャ

1本 研 究 は国 際経 営研 究所 所長 照屋行 雄 教授
、 お よび 同研 究所 「中小 企業研 究 プ ロジ ェク ト」

リー ダ,_...であ る 田中則 仁 教授 の監修 の下 で実 施 され た もので あ る。 この場 を借 りてお2人 の教

授 お よびイ ンタ ビュー に ご協 力頂 い た各 企業 の方 に感謝 のお 礼 を 申 し上 げたい。
2Porter

,M.E.・ 竹 内弘高 著 『日本 の競争 戦 略』 ダイ ヤモ ン ド社 、2000年 。
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ス ト・イン ・タイム、 リーン生産な どのベス ト・プラクテ ィクス(bestpractice)

を実現することである。 ポーターは、かつて 日本企業はベス ト・プラクティクスを

実現 し、コス トと品質において欧米企業を圧倒 し、それが国際市場において 日本企

業の急成長を支 えた原動力になったとい う。

しか し、 このようなオペ レーシ ョン効率は、ライバル もベス ト・プ ラクティクス

を実現することにより早晩に模倣 され るだけであ り、 しかもライバルがベス ト・プ

ラクテ ィクスを徹底的に追求すればす るほど、多くの競争業者が同じ次元で競争を

展開することになるため、競争は勝者なきレースとなって しま う。 また、オペ レー

ション効率のみを追求す る競争行動は、低利益 と競争の収敏化 をもた らし、競争企

業間の消耗戦(競 争が激化 し、交渉力が売 り手に渡 る)に なるだけとい うのである。

したがって、ポーターは、オペ レーション効率は当然の前提 にすぎな く、いかに他

社 と異なる活動を行 うか、または同様の活動を異なる方法で行 うかが戦略であ り、

独特の価値 の源泉になるとい う。

日本企業の競争行動に関す るポーターの辛辣な批判に対 して、その是非を問 うべ

く、本稿は実際に中小企業 を対象 にインタビュー調査を行った。インタビュー調査

の主な意図は下記の通 りである。

第1に 、中小企業の経営者がもっている戦略に関する意識、特に自社を差別化 し、

競争優位 を獲得するための考え方 を抽出す る。

第2に 、個々の企業がもっている競争行動を業界特性および自社の 自主的努力の

方向性 と関連付け、体系的に類型化す る。

第3に 、競争行動の類型化に基づき、なぜそのよ うな競争行動をとるのか、その

理由を業界特性 と自社内部の条件に照 らして解明する。

第4に 、以上の分析に基づき、 日本の中小企業が とってい る競争行動の有効性 と

合理性を考察す る。

2戦 略 とオペ レーションー 問題の背景 に何があるのか一

上記のポーターの主張か ら浮き彫 りになっている疑問の本質を整理す ると、以下

の ように要約 され うる。

第1に 、オペ レーション効率活動は簡単に真似できるのかである。 日本企業が追

求 しているオペ レーシ ョン効率は、誰でも簡単に真似できるようなことを業界が揃 っ

て展開 しているにす ぎないのか、それ とも各企業は模倣 を難 しくする何 らかの独 自

的な仕組みの上でオペ レーション効率を追求 しているのか。

132



研究論文●中小企業の競争行動の類型化とその特徴

第2に 、競争優位の持続 性である。オペ レーシ ョン効率による競争優位は、戦略

よ りもその持続 性を発揮す ることが難 しいのか、とい うことである。

第3に 、オペ レーシ ョン効率を向上するためには何をすべきかが明確であ り、か

っそのゴールに向か う方法 も明確 に特定 されているのか。

第4に 、ポーターの議論の真意は、明確 な自社独特の価値志向な しに、専 らオペ

レーシ ョン効率のみを追求することへの警鐘 と言える。それでは 日本企業は明確な

自社独特の価値志向な しに、横並び意識 と盲 目的なライバル意識に駆 り立て られ、

単なる品質向上 とコス ト削減だけに夢中になっているのか、それ ともそれぞれが合

理性をもって、独特の価値志向を実現す る手段 としてオペ レーシ ョン効率を追求 し

ているのか。

上記で整理 した4つ のポイン トが本研究の直接的な動機であ り、知的刺激の要因

でもある。バブル崩壊後、失われた10年 とい う言葉が象徴するよ うに、 日本企業 は

かつての活力 と自信感を失い、経営のあ り方や明確な事業の方向性を見出せないま

ま、右往左往 しているように見える。特に今 日は、何 をすべき、 どの方向へ事業 を

進 めてい くのか、まさに戦略の真価が問われ る時代であると言える。そ こで、今ま

で 日本企業が得意 としてきた競争行動は、 もはや有効ではな くなったのか、それ と

もポーターが 日本企業の深層 を洞察せず、表面的な現象のみを見て過小評価 してい

るのかについて、本稿を通 じて議論 してい くことにす る。

皿 インタビュー調査の概要と対象企業の概略

1イ ンタ ビュー調査の概要

インタビュー調査は、2006年9月 か ら実施 し、現在 も継続 してい るが、紙面の制

約があるため本稿は6社 だけの内容をまとめた。限 られた時間のため、イ ンタビュー

内容は事業の概要、業界の状況、 自社を差別化 してい く方針や方法、そ して競争力

に関する経営者の意識を尋ねることに集 中 した。

6社 の基本情報は下記の通 りで、社名 は明かさず、記号的なイニシャル と事業の

概要だけを記入 した。またイ ンタビュー調査に応 じてくれた企業は常勤換算で従業

員20人 以上で、売上規模は10億 円～90億 円くらいの企業である3。 インタビューの

3た だ し
、1社 だ け は例 外 で、 ピー ク時 には10億 円以 上 の売 上 を誇 っ て い たが 、今 はそ れ を

下回 ってお り、従 業員数 も20人 以 下 で あ る。
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対 象 者 は社 長 、 また は顧 問 な どの最 高経 営者 で ある。

2対 象企業の概略

1)K社

① 主要事業:ゴ ルフ場、ゴル フ練習場の運営、テニスクラブの運営

② 過去5年 間の平均売上高:25億 円/年 、過去5年 間の平均営業利益:1億8千

万円/年

③ インタビュー対象者:顧 問

2)T社

① 主要事業:警 備業(機 械警備、施設警備、貴重品警備、防災業務)

② 過去5年 間の平均売上高:25億 円/年 、過去5年 間の平均営業利益:3億8千5

万円/年

③ インタビュー対象者:現 在顧問、前社長

3)HR社

① 主要事業:消 防防災施設の設計、施工、保守、お よび同関連用品の販売

② 過去5年 間の平均売上高:10億 円/年 、過去5年 間の平均営業利益:6.2千 万/年

③ インタビュー対象者:社 長

4)H社

① 主要事業:冠 婚葬祭お よび介護サー ビス

② 過去5年 間の平均売上高:82億 円/年 、過去5年 間の平均営業利益:12億/年

③ イ ンタビュー対象者=社 長

5)1社

① 主要事業:文 具、各種OA機 器の卸

② 過去5年 間の平均売上高:6億/年 、過去5年 間の平均営業利益1百 万円/年

③ インタビュー対象者:社 長

6)Y社

① 主要事業:包 装 ・梱包資材の製造および卸売業(木 材パ レー トは製造、輸
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出用梱包は委託加 工)

② 過去5年 間の平均売上高:13億/年 、過去5年 間の平均営業利益:1千 万/年

③ イ ンタビュー対象者:社 長

皿6社 の競争行動分析

1オ ペ レーシ ョン効率 に徹するK社

K社 は京王電鉄系の企業 として、創業50年 余 りの歴史をもち、 ゴルフ場、ゴル フ

練習場、テニスクラブの運営を主な事業 としている。東京都お よび神奈川県の5ヵ

所にゴルフ場、または練習場 を構 えてお り、ゴル フ場運営の企業 としては老舗であ

る。

1-1業 界の競争次元 とK社 の状況

現在、 日本のゴル フ人 口は955万 人 と推定 されているが、2020年 にゴル フ場利用

者数 は約3割 減の670万 人に落 ち込むだろ うと予想 され るなど4、 ゴル フ場利用者数

が減少 している。 しか も1人 あた り平均単価 も下げ とま らない状況が続いている。

バブル期に多 くの企業が多角化の一環 としてゴルフ場事業に立て続きに進出 したが、

バブル崩壊後、収益性悪化や撤退に追い込まれる企業が続出す るな ど、ゴルフ場業

界は全体的に厳 しい状況に置かれている。

また景気沈滞のあお りを受け、各企業は しのぎを削って、値下げやサー ビス改善

に取 り組んでいるものの、それぞれユニークな差別化の源泉を見出せないまま、 リ

ピータの確保による現状維持に注力 している様子が伺 える。言い換 えれば、この業

界は競争次元5に おいて、ほ とん どの企業がサー ビスの品質や価格 といった類似 な

次元で競争 しているため、非常に同質化に走 りやすい業界であ り、自社独特のポジ

シンを構築す ることも難 しい。 しか も商品やサー ビス種類、顧客ニーズ、アクセス

といったポジシ ョニ ングの源泉6に 基づ き、 自社独特のポジシ ョンを構築 した とし

4社 会 経済 生産 性本 部 『レジ ャー 白書2006特 別 レポー ト団鬼世 代 ・2007年 問題 と余 暇 の将来』

5競 争次 元 とは
、 あ る製 品 ・市 場 にお い て企 業 間 に繰 り広 げ られ て い る競 争 の 具体 的 な領 域

も しくは変数 の こ とで 、価 格 や 特 定 の機 能 、 品 質 、 サー ビス 、営 業 拠 点 な どの様 々 な次 元 が

あ る。 また 、競 争 次 元 は業界 、市 場 な どに よ って多 様 で、 か つ時 代 と共 に変 化 す るた め、 何

が競 争 次 元 に な るか は 、定 義 され た業 界 、 市 場 の特 性 に よっ て大 き く異 な る。 原 田勉 『ケー

ス で読 む 競 争逆 転 の経 営戦 略』 東洋 経 済新 聞社 、2000年 、94ペ ー一ジ。
sPorter

,M.E.,"WhatisStrategy?"HarvardBusinessReview,November-December,1996.
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て も、 そ のポ ジシ ョンへ の参入 障壁 は低 く、 かつ ポ ジシ ョン間の トレー ド ・オ フ

(tradeoff)も ほ とん ど働 か な い た め 、 企 業 間競争 の優 劣 はオペ レー シ ョン効 率 に

左右 され が ちで ある。

1-2棲 み分けの難 しさとオペレーシ ョン効率の追求

ゴル フ場業界は、立地産業 とい う特徴 を強 くもっている。K社 は首都 圏に位置 し

ているため、アクセス面においては競争上かな り有利である。約50年 に及ぶ電鉄系

の老舗 とい う信用 と実績 もあ り、営業利益率は8%程 度で安定 している。 しか し、ゴ

ルフ場業界は、前述 した ようにポジシ ョン間に棲み分けが難 しく、企業間競争の優

劣は、立地、サー ビスの品質、価格、名声な ど、オペ レーシ ョン上の優劣で決まる

場合が多い。

K社 の顧問はインタビューで、自社 を差別化する方法 として一番主力 しているの

はサー ビスの品質であ り、そ して50年 近い実績 と信用 こそが 自社の強みであるとい

う。具体的に、K社 は従業員の接客態度、設備の清潔 さ、メンテナンスの充実など、

いわゆるサー ビス面の品質向上を図 り、訪れた顧客の信用を得 る。顧客1人 ひ とり

の好印象 と信用が リピータを確保 し、それが長期的には自社の評判 を獲得する源泉

になるとい う。 また、優秀な人材の獲得 と養成、そ してサー ビス品質の向上を通 じ

て、今まで築いた信用を一層強化することに自社を差別化する源泉があると考えて

いる。

このように、K社 はゴル フ場 とい う構造的不況業界に属 し、競争次元の同質化、

または収敏化 により、独特のポジションを構築 し難い状況に置かれている。そこで

K社 は、競争の焦点をサー ビスの品質 に置き、その改善 と向上 を通 じて リピータ確

保に主力 しているものの、他の企業も同種の努力を必死で展開 しているため、根本

的な差別化の要素にはな りえない。 このような業界における競争の優劣は、オペ レー

シ ョン効率性 に左右 されがちであ り、企業の収益性が低下 し、業界は常に不安定的

に変動す る傾向が強い と言えよう。

2特 定のオペ レーション効率を競争の焦点化とするT社

T社 は神奈川県平塚市に本社を置き、伊勢原、小 田原、横浜な ど、神奈川県南部

地域を中心に警備業を展開している。主な業務 は、機械警備7、 施設警備8、 貴重品

警備9、 そ して防災業務な どである。売上構成は、機械警備55%、 施設警備15%、 貴

重品管理20%、 防災業務、およびその他が約10%と なっている。機械警備 は平塚本社
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に指令本部 を置 き、約22拠 点に待機所 を設 けている。

2-1業 界構造とT社 の状況

警備業における日本全国の業界構造 を見ると、全国展開を している大手企業を中

心にある程度棲み分 け構造 となってい るとい う。機械警備はSECOM、 施設警備 は

ALSOK、 そ して貴重品管理 は 日通やALSOKが 強みを見せ、それぞれ得意 分野 を中

心に地域拡大 と市場浸透 を加速化 している。またT社 の推測によると、平塚市の競

合構図は全体警備業市場の約75%をSECOMが 占め、残 り25%を 各社 が分 け合 う構造

となっているとい う。

一方
、機械警備 を中核 としているT社 は、事業構造が大手SECOMと ぴった り重

なっている。機械警備の場合、中央司令室のコンピュータや先端のアラム通報機の

開発 ・投入など、初期投資額が大きいだけではなく、投資額 が品質を支 える側面が

大いにある。 しか し、T社 は神奈川県南部を中心に展開するローカル企業であるた

め、多額の設備投資が必要な機械警備分野において、大手企業 との投資競争で絶対

的な劣位 に置かれている。また、ある程度顧客がま とまった地域に待機所 を設 けな

ければ、業務効率性が悪 くな り、赤字 となる。 したがって、初期の赤字圧力に耐え

られる大手企業ではないと、新規営業地域の拡大 も難 しい状況である。 こうした状

況 にもかかわらず、T社 は価格 を大手 よりも若干安 目に設定 し、一層攻勢を強めて

いる大手企業 との競争に臨んでいる。

2-2地 域密着による品質優位の追求

T社 は 自社の強み として、「地元、地域密着 を通 じて得意先に信頼 されている」

ことを取 り上げている。創業後、約35年 間平塚お よび近隣地域を中心に事業展開 し

てきた実績 を活かし、効率 よりも地元での信頼を優先す ることで、全国展開を して

いる大手企業に対 して差別化 を図っている。機械警備業の場合、事案発生時、警備

員が待機所か ら現場まで駆けつける時間が品質格差の勝負所だ とい う。そ こでT社

は効率性 を重視する大手に対 して、品質重視に焦点を しぼ り、対応の時間短縮 とこ

まめな巡回に撤 している。例 えば、平塚地域の場合、SECOMの1待 機所がカバーす

7家 庭 な どにア ラム通報機 を設定 し
、事案発生 し、警備員が駆けつけることで、 日本ではSE

COMが 最大手 である。
8工 場や事業所な どの警備 業務 を受託 し

、警備員を派遣することである。
9現 金輸送 な どの業務 で

、T社 は平塚競輪場現金輸 送、横浜銀行 と業務提携を行っている。
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る加入者は約1,500件 程度 と推定 され るとい う。それ に対 してT社 は500件 程度 をカ

バー しているため、よ り迅速な対応が可能である。特に事案発生時、待機所か ら顧

客先に駆 けつける時間を最大限短縮す ることに業務の焦点を合わせ、顧客の信頼 と

安心感 を得 るために注力 している。 このよ うな差別化の努力は、T社 の事業構造が

大手 と真正面か ら競合関係にあるため、地元密着 と小回 りの効 くサー ビスで勝負す

る しかない とい う危機感 から生まれたものだ と言える。

も う1つ は、警備業の場合、ある種のネ ッ トワー ク外部性が働 く。つま り、効率

性の面で事業基盤のないところに進出す ると、顧客が分散す るため、初期は赤字を

避け られない。 したがって、サービスの品質よ りも、初期の赤字圧力に耐え られる

大手企業が有利 に事業を展開 しうる構造的力が働いているのである。 このような事

情 もあ り、T社 は、拡大 よりは現在優位性のある地域にターゲッ トを しぼ り、地元

企業 としての付 き合いをフルに活用 し、そこでサー ビスの品質で差別化 を図ってい

る。

しか し、この戦略も限界があ り、今後10年 後程度 となると、ほとんど大手企業に

より市場 を奪われて しまい、事業が行き詰まるのではないかと、危機感 を募 らせて

い る。また、巨額の初期投資が必要な機械警備 において 日本最強の大手企業 との価

格競争 も限界に達 している。 このような危機的な状況に備 え、警備業で培ったノウ

ハ ウや経験を活 か し、「安全 ・安心」を ドメインとす る事業機会があれば、多角化

してい きたい とい う。

以上の事実か ら、T社 の競争行動の特徴 を次のよ うに抽出することができる。業

界全体は、大手を中心に棲み分け構造 となっているため、サー ビス種類に基づ くポ

ジションに特化 した事業展開が可能である。 しか し、ローカル企業であるT社 にとっ

ては、サービスの種類 に基づ くポジシ ョン構築は、大手企業 と真正面からの競争関

係 に直面す ることを意味する。また、この業界ではある種のネ ッ トワー ク外部性が

働 くため、本社のある平塚および周辺地域にターゲットを限定 し、効率性 よりもサー

ビスの品質向上に全力を注いでいる。 とはいえ、T社 が差別化の焦点 としている、

事案発生時の対応時間の短縮は、大手企業にとっても重要な1」 化のポイン トとなっ

てお り、競争次元の観点か らすれば、同質化の競争 に他な らない。言い換えれば、

自社独特の価値創造の領域を明確に構築 しているよりも、特定のオペ レーシ ョン効

率性で優位 に立っことで競争優位 を確保 しようとしているのである。

3下 請け慣行の業界で 自立路線に特化しているHR社
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平塚市に所在す るHR社 は、消防防災施設の設計 ・施工、保守および消防防災関

連用品の販売を行ってお り、平塚、伊勢原、厚木、小田原 、横浜な どを主な営業基

盤 とする。現在の社長一代で築き、28期 に及ぶ 「信用」 と 「顧客に安全 ・安心を売

る」、 とい うことに経営の基を置いている。売上構成は、消防防災施設 の設計 ・施

工関連の工事が50%、 設備お よび施設の保守 ・修理が25%、 そ して、消防防災関連

用品の販売が25%と なってお り、 リスク分散のためにこの比率 を保 ち、崩 さないよ

うにしているとい う'。。

3-1業 界構造とHR社 の状況

消防防災施設の設計施工および保守業は、典型的な下請 け業界である。消防防災

施設や備 品を生産す る大手メーカーが、建築会社やエン ドユーザーから受注 し、そ

れを地元の小規模の設備施工会社 に再発注す る取引慣行が定着 しているのである。

また、消防防災施設や備品の多 くは、電気 ・電子的原理 によるものが多いため、施

工を請け負 う施工会社は地元の電気工事屋が多いとい う。 この ような事情 もあり、

消防防災施設の設計 ・施工保守業だけを専門に行っている企業は少なく、ある種の

典型的な隙間産業 とも言える。HR社 が創業 した約30年 前に、消防防災施設の設計 ・

施工保守業だけに専門特化 して事業展開を行 うことに、感心をもった企業はほ とん

どなかった とい う。実際にHR社 の社長は、約10億 の売上をもっている自社が、同

分野では 日本全国で中堅以上の企業だろ うと評価 しているほどである。

3-2隙 間の参入と独 自路線の選択

上記のような下請け構造が定着 している業界状況に対 して、営業から施工、保守

点検まで全てを自社が行 うとい うことにHR社 の社長が事業の可能性 に着 目して創

業 した。 もともと、HR社 の社長は消防設備 関連の会社で努めた後、脱サラした人

物であるため、業界の詳 しい状況や問題点、そ して隙間産業の可能性を誰 よりも素

早 くキャッチすることができた と考えられる。顧客の立場か らすれば、ある会社 に

消防防災関連設備を発注 したのに、その会社が全 く関係のない会社 に再発注 し施工

させ ることに対 して、果た して安心 と信頼ができるのか、 とい うことが隙間を狙 っ

た理由の1つ であるとい う。

toHR社 の社 長 が ランチ ェ スタ ー戦 略 を知 って い るか ど うか は 定 か で は ない が
、 ラ ンチ ェ ス

ター戦 略 に近 い事 業構 成 の比 率 を維 持 し、 非 常 にバ ラ ンス が とれ て い る。 田岡信 夫 『総 合 ラ

ンチ ェス ター戦 略 』 ビジネ ス社 、1986年 。
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無論、大手メーカー とも事業上の関係 を円滑に維持 していくために、メーカーか

らの下請けの仕事 も頂 くが、あくまでも直接営業 ・施工することに徹 してお り、営

業か ら施工 ・保守の全業務を 自社 で行 うとい う独 自路線の追求はHR社 の事業 コン

セプ トそのもの となっている。大手メーカーの依存から脱皮 し、自立の道 を歩んで

きたが、実績を非常に重視する業界の営業慣行か ら、新規顧客獲得は非常に難 しく、

創業当時は大変な営業努力が必要だったとい う。

3-3持 続的なオペ レーション効率の追求 と信頼の獲得

HR社 は自社の強み として 「地元での名声」 を取 り上げている。その理 由は、28

期 に及ぶ実績 と、小 さい受注か らベス トを尽 くす姿勢、社員の礼儀正 しさ、清潔な

身だ しなみなど、徹底 した社員教育 と価値観の共有が、地元平塚および周辺地域で

かな り高い評判 を得てお り、それが安定成長 の秘訣 にもなっているとい う。HR社

の本社 を訪 問して驚いたことは、綺麗 な建物、非常に清潔な社内、礼儀正 しい社員

な ど、 とても工事関係の仕事を営んでいる企業 とは思えないほ ど、整理整頓 され、

落ち着いた雰囲気であった。

HR社 の専務取締役 は、 この点について次のように説 明す る。 「我々は整理整頓 と

社員の挨拶、身だ しなみを非常に重視 しています。我々は仕事上、個人のお客様 に

しろ、会社 にしろ、他人の家に上がることが多いのです。他人の所にお邪魔するの

に、汚い服装、洗練 されていない言葉遣いでは、失礼に当た ります。ですから、我々

は礼儀 と整理整頓 を徹底 して追求 します。それが社 内の整理整頓、従業員の挨拶 な

ど、普段の生活においてもわが社独特の文化 として表れ、定着 していると思います。」

一方
、施工関連の仕事を受注する場合、最初は単価が非常に安 く、技術的にも簡

単なものしか受注できない とい う。消防防災設備 とい う命 にかかわる工事を、最初

か ら無名 の会社にまかせ ることはあ りえないか らである。小 さな備 品1つ の販売や

施工の実績を積み重ねてか ら、単価の大きい工事を受注す るよ うになる。実際に平

塚 にある工場の仕事 を受注す るのに約20年 もかかった とい う。下請け慣行が定着 し

ている業界で、自立の道 を歩むのが、いかに難 しいのかを伺い知ることができる。

HR社 の強みであ り、脅威で もあるのが、人材である。独 自路線 に徹 している事

業 コンセプ ト上、消防防災関連の製品、技術、施工などに熟知 し、コンサル タン ト

として提案型の営業を しなければな らない。 しかし、営業現場で柔軟 に対応 し、顧

客の要望に応 えなが ら、提案できるレベルになるまでには最低5年 がかか り、 しか

もベテ ランになるまでには10年 以上はかかるとい う。 したがって、このよ うな人材
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を募集 ・育成するのが非常に難 しく、一番大きな経営課題なのである。

特に中小企業であるゆえに、優秀な若手の人材がなかなか集ま らず、せっか く入

社 してもす ぐ退職 して しま う場合 もあるので、人材育成が最大の悩み とい う。大手

の下請けを断 り、 自立の道を歩んできているため、営業マンは会社のキーパー ソン

とな り、 この ような人材 を育成 していけるか どうかが、HR社 が今後 も成長 し続け

るかどうかの分かれ道 となるだろ う。

3-4差 別化 に関する基本方針

最近は営業地域内で大手企業 との競争がかな り厳 しくなっているとい う。大手企

業 と差別化 してい くためには、何 よ りもHR社 の独 自性 である受注か ら施工までを

自前で行い、下請けを しないことに特化 してい く。それ を通 じて顧客に安全 ・安心

を売 り、それが自社の信用 とブラン ドになるとい う考えが背後にある。

次は、社員 の礼儀、服装、整理整頓、地味な営業努力 を持続的に積み重ねる。 こ

れ らのオペ レーシ ョン努力は どの会社 も行っているようなことだが、実際にやって

みれば出来ないか、続かない場合が多い。 このような些細な努力が、自社独 自の文

化 として滲み出た場合、他社が簡単に真似 のできない無形資産 とな り、それが信用

に結びつ くとい うのである。

以上のよ うに、HR社 は、ポジシ ョニ ングに近い手法で隙間を狙 い参入 し、現在

もそのポジシ ョンを貫いてい る。 しか し、1人 の熟練の営業マンを育てるのにどの

くらいの投資 と歳月が必要なのかで説明 したよ うに、オペ レーションの積み重ねに

よる リソースの蓄積がない と、到底 このポジシ ョンでは事業存続ができない状況 と

なっている。人材、ノウハウ、知識 といった 自社内部 に蓄積 され るリソースに加 え、

顧客獲得にも小 さな実績の積み重ねによる長い年月 と努力が必要である。 このこと

か ら、HR社 の成長 と模倣障壁 を構築す るのは、オペ レーションの積み重ねであ り、

それが 自社独特のポジシ ョンを強化する原動力になっていると言える。

4オ ペ レーション複合化を通 じて模倣障壁を構築するH社

H社 は、平塚市に所在 し冠婚葬祭および介護サー ビスを主な事業 としてい る。当

社の主力事業は葬祭事業であ り、着実に成長を成 し遂げている優良企業である。社

長は非常に勉強熱心で、経営学関連の理論にもかな り精通 し、社員に必読書 を勧 め

るほどである。今回はH社 の葬祭事業 を対象 にインタビューを行 った。
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4-1業 界構造 とH社 の状況

葬祭業界は、日本社会の高齢化に伴い、機会の拡大が予想 される成長分野である。

しか し一方では、価値観の変化 を うけ、既存の慣行か ら抜け出し、低価格 と式の簡

素化を売 りとす る新規参入企業 も多 く、今後業界構造がかな り変化す ると予想 され

る。

H社 は、本社のある平塚 をはじめ、茅ヶ崎、藤沢、秦野、小田原な ど湘南地域 を

中心に約40年 にわたる実績 と徹底 した顧客志向によ り、高品質のサービス企業 とし

て定評 を得ている。また、H社 は、葬祭事業において従来の会館中心の儀式か ら個

性的で 自宅のような雰囲気 を求める傾 向が一段 と強まってきていることに着 目し、

邸宅型施設の貸切 りを積極的に推進 してい る。

4-2事 業展開の基本方向と戦略展開の軸

H社 は、事業展開の基本方向性 として、顧客セグメンテーションを3つ に分け、

それぞれ異なるブラン ドで対応 している。ブラン ド・ミックス戦略を通 じて、H社

は顧客にサー ビス選択の幅をもたせ、顧客の状況に似合 ったサー ビスを提供できる

ようにす ると共に、多様化す る顧客ニーズに対応 している。高級 ・高価格、中価格、

そ して中価格 より若干安い価格 の3っ の顧客層 をターゲ ッ トとして設定 し、売上構

成 は、各15%、70%、15%の バ ランスを維持 しよ うとしている。 この複数のブラン ド

戦略は、ポー ターが一番成功 し難い と指摘 している二股をかけることに近 く'1、厳

密な意味ではポジシ ョニングとは言い難い。

H社 は、 自社の強み として、 「人財力、企業 と社員の価値観の共有」を取 り上げ、

人的資源 の優位性に基づき、高品質のサー ビスを戦略展開の軸に置いている。 自社

の教育 ・研修システム、品質管理システム、昇給 ・昇進 システムを通 じて、優秀な

人材 を育成 し、それをてこ入れ して、差別化 されたサー ビス品質でH社 な らではの

価値 を創造 していくとい う方針 を貫いてい るのである。

4-3オ ペ レーシ ョンの持続性 と複合化こそ差別化の源泉

H社 は競争優位 を獲得 し、自社 を差別化す る源泉、つま り競争相手が簡単に真似

のできない仕組み として、オペ レーシ ョン努力の持続性 と複合化にあると考えてい

る。挨拶、接客態度、駐車場案内、受け付けなどの品質管理は、どの会社 も日々行っ

"Porter(1996)
,op.cit.

X42



研究論文●中小企業の競争行動の類型化とその特徴

ているよ うなオペ レーション努力にすぎないが、それを持続することは簡単ではな

い。多 くの場合、社長、または上司が うるさく言わなくなれば、元の状態へ戻って

しま うため、本質的なサー ビスの品質向上 とはなれない。社員がそのような会社の

理念や価値観を理解 ・共有 し、 さらに継続 してい くことを通 じて、企業の文化 レベ

ルまで浸透 していくことができる。文化 として浸透 している時に自然に滲み出るサー

ビスの品質は、格段 と違 うだけではな く、競合相手 も簡単に真似のできないため、

それがH社 の競争優位 を生み出す とい う。

ところが、オペ レーシ ョン努力を持続 し、文化 レベルまで浸透 していくためには、

それが教育 ・研修システム、品質管理 システム、昇給 ・昇進システム と連動 して複

合化 してい くことが必要だとい う。社員が 日々の業務でオペ レーション努力を持続

的に推進 してい くことを促 し、動機づ けてい くためには、上記のようなマネジメン

ト・システムを複合的にかみ合わせ、かつ一貫性 を持たせ ることが重要である。 こ

のように、オペ レーシ ョンに一貫性 と複合性をもたせることにより、単純なオペ レー

ションが複合的にかみ合い、真似のできない模倣障壁 を構築 し、さらに真の競争優

位 の源泉になるとい うのである。

4-4オ ペレーシ ョンの持続 と複合化に関するH社 の取 り組み

H社 は、教育 ・研修 システム として社内 ライセ ンシング制度を導入 している。

OJTの 一環 として 「ブラザー ・シスター制度」 と呼ばれ制度を立ち上げ、新人に対

して先輩1人 が教育係 として付 く。 そ して、①先輩のや り方 を見た、②教わった、

③一緒にやってみた、④1人 でや ってみた、を繰 り返 しなが ら、後輩 を教育 してい

く。そ して、6ヶ 月 ごとに昇給試験があ り、試験にはペーパー ・テス トと実技テス

トを行 う。入社 して6ヶ.月後は初級テス ト、1年 後には中級テス トの機会を与え、合

格すれば、パー トであって も時給が上がるよ うに教育 ・研修 と昇給 を徹底的に連動

している。

また、品質管理システムにおいては、徹底的に業務の可視化を行っている。電話

対応、受 け付 け、駐車場管理など1全 ての業務 について、誰がいつ担当したかを把

握できるようにコンピュータ ・システムを構築 している。そ して、顧客アンケー ト

調査やクレーム対応 を恒常化 しているので、問題(ク レーム)が 発生 した場合な ど

は、誰が、いつ、 どのような対応 をしたかを、固有名詞 で把握できるようにしてい

る。そ して、問題が頻繁に発生す る社員に対 しては再教育を行い、優秀な従業員 に

は昇進 ・昇給の機会を与えている。H社 の社長は、コンピュータ ・システムを通 じ

X43



国 際経 営フォー ラムNo.18

て、業務の可視化を実施 している企業は、恐 らくこの業界でははじめてであろうと

い う。

以上のよ うに、オペ レーション効率性 とマネジメン ト・システムを連動 し、かつ

複合化 させることにより、高品質を徹底的に追求す る企業文化が社内に浸透 してい

る。そ して、それがH社 の強み とな り、他社が簡単に真似のできない模倣障壁 となっ

ている。実際に、同業他社か らH社 の人材が引き抜かれ るケースもかな り多 くある

ようである。 しか し、人材が引き抜かれて もH社 の優位性が簡単に真似 されないの

は、オペ レーションの一貫性 とそれを支援するマネジメン ト・システムの複合化に

あるとい う。つま り、引き抜かれた社員が、転職先で自分が行った業務については、

うま く指導 し、導入できるかもしれないが、複合化 している全体像、そ して文化 レ

ベル に浸透 している複雑な社会性'2の関係 までを導入 ・指導す ることはできないた

め、H社 は長期にわたって品質優位性 を保つ ことができるとい うのである。以上の

ように、H社 はオペ レーシ ョン効率の持続的追求 と複合化 を通 じて、 自社の組織能

力 を高めることが、模倣障壁を構築 し、競争優位につながるもの と認識 している。

5ポ ジション特化で生き残 りを図る1社

1社 は小田原市に所在 し、文房具 とオフィス用家具(い わゆるスチール商品と呼

ばれ るもので、イス、テスク、OA機 器 、各種備品な ど比較的に大型の事務用品の

ことをい う)を 中心に卸売を営んでい る企業である。KOKUYO代 理店 をは じめ、

複数のメーカーの代理店であ り、営業範囲は小 田原を中心に神奈川県南部を主要エ

リア とし、文房具小売店や一般企業を顧客 としてい る。

取引先は一般の文具小売業向けの卸売販売が50%、 一般企業向けの小売販売が50

%で ある。取引先は約200社 以上 あるものの、文具業界の流通再編のあお りうけ、

実質的に動いているのは、50社 程度 にすぎない とい う。また、扱 っている商品は、

在庫約1万 点、KOKUYOの カタログによる販売が約10万 点以上 も及 んでいる。文房

具業界の流通変革により多 くの卸小売企業が倒産 ・整理など厳 しい経営状況に追い

込まれている中で、非常に独特な事業展開を行っている企業である。

5-1業 界および1社 の状況

12バ ー ニ ー は 因 果 関係 が 曖 昧 で
、 しか もそ れ が 複 雑 に 絡 み 合 っ て い れ ば い る ほ ど 、模 倣 が 難

しい リ ソー ス に な る とい う。Barney,J.B.,「 リ ソー ス ・ベ ー ス ト ・ビュ ー 」 『ダ イ ヤ モ ン ド ・

ハ.___バ ー ド ・ビジ ネ ス ・レ ビ ュ ー 』2001年5月 。
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文房具卸売の場合、約20年 前までにはほとん どの企業が文房具小売店を主要顧客

としていた。 しかし、周知のように文房具の販売経路が、以前の文具小売店からスー

パーお よび コンビニに変わ り、最近はASKULに 代表 され るよ うに通販が主導権 を

握 るなど、流通構造が激変 しているため、文具卸売企業の主要顧客である地元の小

さな文具小売店はほとん ど機能 しなくなって しまった。一般客は文房具をコンビニ

か、スーパー、または、最近は100円 シ ョップで買い求めている一方、かな りの量

が期待 される企業顧客は、ASKULな どの通販企業か ら小 ロッ トで割安な価格で購

入 している状況である。

したがって、文房具に専念 している卸売企業は、ほとん ど生き残れない状況に追

い込まれた。実際に、1社 と10年 ほど前までに共同仕入れ、共同販促 を展開 してい

た同業の4社 は、全て倒産、または廃業に追い込まれ、1社 だけが生 き残っている

とい う。その秘訣は、1社 の場合、15年 ほ ど前か ら文房具の卸売は、将来性がない

とい うことで、スチール商品に集 中する戦略を とってきたからである。

5-2生 き残 りをかけた隙間の選択

今 日、文具卸売の最大の脅威は、低価格 とスピー ド、そ して配達の便利 さを売 り

にす る大手の通販企業が参入 し、旧来の流通経路が壊滅的な打撃を受けたことであ

る。例 えば、一般企業における文具類の消費形態を見ると、会社の事務員が上司の

決済な しに簡単に注文できる消耗品に当たるため、通販企業が単価の安い商品を中

心に急速にそのシェアを伸ば してお り、旧来の文具小売ルー トに頼っている会社は、

その存続 自体が成 り立たなくなっているのである。

しか し一方では、大手通販会社の出現により、文具業界 に新 しい事業の隙間が生

まれていることも事実である。地元の文具小売や卸売企業がほとん ど撤退 している

ため、スチール商品が必要な場合、顧客側の不安を取 り除きなが ら、顧客のニーズ

に合った商品を提案 してくれ る身近な相談相手がいなくなって しまった。1社 は、

このような事業機会に着 目し、事務員 レベル で発注ができる単価の安い文房具には

ほ とん ど力を入れない代わ りに、大手の通販企業が手掛け難いスチール商品の提案

型営業に徹 し、 しかも企業の需要に対 して トータル ・システム'3として対応するこ

とで、その活路を模索 しているのである。

'3こ こで い う トー タル ・シス テ ム とい うの は
、事務 所 の移 転 、 家具 選 び 、配 置 な ど、企 業側

のニー ズの全 部 を請 け負 い 、 それ らのニー ズ を トー タル で提 案 す る こ とを意 味す る。

145



国際経 営フォー ラムNo.18

5-3隙 間こそ独特の価値創造の源泉

ASKULは 、当 日、または翌 日配達、1900円 以上の注文 は送料無料、 さらに定価

の約70%と い う安 さを売 りに文具流通に変革を起 こした。 しか し、ASKULは ス ピー

ド、手軽 さ、安 さとい う事業 コンセプ ト上、文房具類に偏 りがちである。そこで1

社は、ASUKULと の直接的な競争を避 けなが ら、棲み分 けができる分野を模索 した

結果、スチール商品に特化す る戦略をとってきたのである。上司の決済が必要なス

チール商品は、時間をかけ、多様な商品を比較説明できる卸売企業のメ リッ トを活

用すれば、地元企業でも十分に勝負ができるとい う思惑 もあったからである。

また、通販企業が文具類流通の主導権 を握 るよ うにな り、文房具屋 自体が激減 し

ているため、地元の中小企業が大型事務用家具な どを必要 とする場合、親密な相談

相手がいな くなっている、 とい う業界の隙間が生成 されていたことも助けとなった。

例えば、事務所移転や配置変えなど、新規に大型事務用家具が必要な場合、事務所

の配置や用途な どに合わせて、各種商品の機能を比較説明し、最適な商品をコーディ

ネー トしなが ら、提案 して くれる企業が身近に存在 しな くなっているのである。

特 に、最近 は組立式の家具が多いが、引越屋やASKULは 引越 し先での組立まで

はやってくれない。また、 どのようにセ ッティングすれ ばいいのかが分か らない状

況で、通販会社はそこまでの面倒 は見てくれない。そこで、家具の解体、配置、組

立などを請け負 うことで、会社の不安を解消す る相談役 を名乗 り、 トータル ・シス

テムとしての販売に特化 しているのである。

企業の親切な相談相手 として提案型営業を展開す るためには、事務用家具の配置

やオフィス環境に適 した商品の選定、そ して、業務効率化のための配置な どに関す

るノウハ ウや知識が必要である。1社 は、長年の販売実績 と商品知識 を、提案型営

業に徹する原動力 として活用 している。

5T4差 別化の源泉と今後の課題

以上の考察か ら、1社 の戦略展開の軸は、流通再編の渦巻きの中で生 じた隙間の

着 目と、そ こに経営資源を集 中していることである。 このことか ら、1社 は典型的

にポー ターのポジショニングを充実に踏襲 しているとも言える。 しか し一方では、

このよ うな隙間に着 目し、特化す ることで、事業を存続 していける原動力は、長い

間の販売実績 と商品知識、提案知識 を獲得 しているか らに他ならない。また早 くか

ら衰退 している文房具か らはほほ撤退 し、大手の競争圧力が比較的に緩やかな分野

に特化す る選択 と集 中が功を奏 したと言える。 したがって、1社 の事例か らは業界
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の動向 と自社の強みおよび弱みを見極めて上で、最適なポジションを構築 したこと

が自社 を差別化する原動力 となっていると読み取ることができる。

最後に、1社 が今後も提案型営業に特化 してい くためには、商品知識、提案能力

に熟知 している熟練スタッフの存在が必須条件 となる。 しか し、1社 は、熟練スタッ

フがそろそろ定年退職する時期を向かえているため、いかに新人のスタッフを育成

するかが、現在のポジションで存続 してい く上で大きな課題 となっている。

6人 的資源の開発 にマネジメン トの焦点を置 くY社

Y社 は、包装 ・梱包資材の製造お よび卸売業を行 っている企業で、主に各種包装

資材、緩衝材、水産容器、段ボール、プラスチ ック容器、成型品、発泡スチロール

容器、パ レー ト、ボ ックス ・パ レー トなどを取 り扱 っている。製造部門は、木材パ

レー トの製造 と、輸出用梱包の委託加工があ り、その他の各種包装 ・梱包資材はメー

カーか ら仕入販売す る卸売 を営んでいる。売上高の構成は、包装資材がy大 きな

比重を占めてい るが、 リスク分散のために、それぞれ約25%未 満の売上構成 を保っ

よ うにしている。 また、輸出用梱包の委託加工は、富士フイルム、三菱化学、YAZ

AKIな ど大手会社 との実績 も多く、Y社 はこの事業においてもリスク分散のために、

大手間、大手 と中小企業間 との売上のバランスを保っよ うに努力 している。

仕入先 は約100社 、納品先は500社 にも及ぶが、納品先に関 しては、500社 の内50

社 が全体の90%の シェアを占めているとい う。また、輸出用梱包の委託加工の場合

は、長年の実績 と様々なニーズに対応できるノウハ ウがある、 と強い 自信感を示 し

ている。

m1業 界の競争上の特徴 と差別化の焦点

前述 したよ うに、Y社 は、木材パ レー トは自社で製造 しているものの、その他の

資材 に関しては卸売業を営んでいる。 しか し、包装 ・梱包資材業界は、個々のメ:.

カーの代理店か、または特定商品の専門卸売が多いため、扱 う商品のカテ ゴリ別に

特化 した流通構造 となっているとい う。 これに対 して、Y社 は50年 以上の実績を活

か し、包装 ・梱包材に関してはほ とん どの商品を品揃え しているのが強みである。

顧客の立場か らすれば、ワンス トップ ・ショッピングが可能なわけで、便利屋的な

機能 を売 りにしてい るのである。

も う1つ は、取引先に対す る信頼関係 と提案力の強化である。特定メーカーの代

理店の場合、取 り扱っているメーカーの商品 しか顧客に提案できない とい う短所が
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ある。 しか し、Y社 は多様なメーカーの商品を扱 っているので、個々の商品の長所、

短所を比較 しなが ら提案型営業ができるとい うメリッ トがある。 自称 「包装 ・梱包

分野における動 くコンビニ」 として自社を位置づけてお り、常に顧客のニーズを聞

き出し、それを充足するよ うな営業活動に主力 している。

6-2知 識創造の姿勢と企業文化への定着

Y社 の社長は、中小企業が取 り組んでいかなければな らない課題 として、人材育

成 を第一に取 り上げている。そ して、知識資源 を積極的に創造 しうる仕組み を社内

の文化 として定着 してい くことが、経営上の重要な課題であるとい う。知識創造 を

重視する理由は、商品はいずれ陳腐化 し、新商品、新 しい包装技術で代替 され る。

しか し、経験、ノウハ ウな ど、いわゆる知識べ一スの資産はカネでは買えないばか

りか、獲得には長い年月がかかるか らである。

一方、中小企業には人材不足が深刻であ り、人材の獲得 と育成が常に重要な課題

となっている。競争で勝ってい くためには、社員に労働 を強制するのではなく、 自

発的に戦ってい く意識を育てることが大事である。そのためには、仕事を通 じて社

員が成長 していけるように制度的仕組み、または文化を社内に定着 してお くことが

何 よりも重要であ り、長期的な競争優位 の源泉になる、 とい う認識 をもっているの

である。

この背景には、人材 こそ、企業競争力の源泉である、 とい う鉄則論をY社 の社長

がもっているか らである。そこで社員 に各種の資格の勉強を させた り、または社長

みずか らが経営学関連の勉強に励み、それをもとに社員 と勉強会を開いた りしてい

る。 中小企業が社員教育に投資す る場合、OJTか 、会計や技術 関連教育に投資す る

場合がほとん どである。または業界特殊的な免許が必要な場合、最低必要要件 とし

て資格取得 を支援 している場合はよくある。 しかしY社 は、営業、経営企画、マー

ケテ ィングな ど、会社の即戦力 として結びつかない ような分野においても資格試験

費用を会社が負担 し、社員の能力開発 にかな りの投資を行っている。抽象度の高い

話になるが、社員が 自分の能力を高め、豊かな生活を送 るために会社が存在 してお

り、それ を理解 している社員は退職後でもいずれはY社 に思いを寄せ、他の形でい

い取引関係に結びつ く場合 もあるとい う。

6-3人 材 、 オ ペ レー シ ョン、 マネ ジ メ ン ト・システム の複合化

Y社 は 、経 済 的 に価 値 が あ り、他 社 が真似 ので きない リソー ス と して、社 員の専
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門知識、社員の教育力、社員の情報収集力、社員の 自信力を取 り上げている。社員

個々のカを伸ば し、個々の能力を強化することこそが競争力の大前提 と考えている。

しか し、社員個々の能力を伸ばして も、それが直ちに会社の競争力 として結びっ

くことはない。会社のマネジメン ト・システムを うまく編成 し、社員の能力 を伸ば

すよ うにサポー トしなければな らない。教育 ・研修制度、それに連動す る報酬シス

テム、社員の裁量を最大限尊重する管理システムが うま くかみ合ってか らこそ、社

員の能力が会社の競争力 として具現化 されは じめるとい う。特に、社員 と経営者が

価値観や経営理念の共有す ることを通 じて、全員主人意識が生まれ、それが会社 を

活1生化 し、長期的には企業の競争力につなが るとい うのである。

実際にY社 は、決裁権は社長が持 っているものの、かな り権限 と裁量を社員 に与

えている。 また、社長は管理者 とい うよ りも調整者 として、社員間、部門間の調整

者の役割 に徹する場合が多い とい う。 あくまでも社員の個々の能力を引き出 し、そ

れ を社 内のマネジメン ト・システム と複合化 させ ることにより、会社の活1生化 と競

争力 を強化 しよ うとしているのである。Y社 の社長は人材重視の経営姿勢に徹 し、

自社 を個人事業主の複合体であってほしい とい う。言い換 えれば、個々の社員が 自

分の事業のよ うに業務に取 り組めば、 日々の品質管理や顧客管理は非常に円滑に進

み、それが全社的な活性化 と顧客満足にっながると考 えている。そ して、会社の役

割は、社員個々の能力を引き出せ るよ うなマネジメン ト・システムを提供すること

に他な らない とい うのである。

1V競 争行動の類型化 とその特徴

1競 争行動の分類

ここでは、インタ ビュー調査 に基づき、 日本 の中小企業が とっている競争行動14

の特長 を4つ のパターンに分類す る。分類の軸 としては、企業の主体的要因 と外部

環境要因を用いる。第1に 、企業主体的要因 として企業努力 に焦点を合 わせ る。 こ

こでは、 自社独特の差別的な競争次元 を構想 し、それに向けて事業展開を図ってい

るのか(独 特の価値志向)、 それ とも、競合他社 とほとん ど同じ競争次元で品質 と

コス ト優位に努力 を集 中しているのか(オ ペ レーション志向)に 大別する。

19こ こでい う競争行動 とは
、競争の焦点事項、または製品およびサ・一ビスにおいて自社 と競

合他社を差別化 していくシナリオのことである。
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第2に 、外部環境要因 として業界構造 を二分類する。 自社が属 している業界にお

いて多様なセグメン トが存在 し、各企業は互いに異なるセグメン トで棲み分けがで

きるのか(異 質的か)、 それ とも業界のセグメンテーシ ョンが非常に類似で、 しか

もセグメン ト間の相違性 がほとん ど見 られないのか(同 質的か)で ある。 この分類

の方法を通 じて、業界が成熟 し、同質的な競争 とな りやすいか、それ とも新規参入

の隙間が多く、企業間の棲み分けが可能かを推定することができる。

図1競 争行動の類型化とその変化

異
質
性

同
質
性

業

界

構

造

ポ ジシ ョン ・べ 一 ス ・

オペ レー シ ョン効率 追求型
ポジション特化型

▼

オペ レー シ ョン効率 追 求型
＼

オペ レー シ ョン複 合型

オペ レー シ ョン志 向く一 一 一一一一一 一 一一 一一一一一→レ 独 特価値 志 向

企 業努 力の焦点

①

②

③

④

ポジシ ョン特化型=1社(文 具 卸)

ポ ジ シ ョン ・べ 一 ス ・オ ペ レー シ ョン効 率追求型:HR社(消 防設 備 施 工)

オペ レー シ ョン効 率 追 求 型lK社(ゴ ル フ場 運 営)、T社(警 備 業)

オペ レー シ ョン複 合 型:H社(冠 婚 葬 祭)、Y社(梱 包 材 製 造)

図1は 、企業主体的要因 として企業努力の焦点を2つ の軸(独 特の価値志向 とオ

ペ レーシ ョン志向)の 相対的な強弱で表 した。そ して、環境要因としては業界構造

を同質化、異質化の相対的度合いで表 し、4っ のセクタ,__._.に分類 した。 このような

分類が もつ意味は、まず、業界における競争次元が同質的か異質的かによって、互

いに異なるセ グメン トにおいて棲 み分けが可能か どうかを表 し、業界構造 と競争行

動を有機 的に関連付け考察するのに非常に有効だ とい うことである。次に、企業の

自主的な競争行動 として、単に製品 ・サ.___ビスの品質やコス ト優位 を求めているの
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か、それ とも、独特の価値や事業展開の仕組みにおける独 自性を追求 しているのか、

を分析す ることによって、個々の企業における競争上の特質を一層明確に とらえる

ことができる。

業界が成熟 し、かつほぼ同 じ競争次元で競争が繰 り広げられている場合、企業間

の競争形態はほぼ同質化 し、競争行動の焦点はオペ レーシ ョン効率に集中 しがちで

ある。それに対 して、競争次元が異質性に富み、その要素も多様な場合、個々の企

業はそれぞれのセグメン トにおいて業務活動を適合 させ、他社 とは異なる価値創造

の次元 として、ポジシ ョン構築を重視する傾 向が見 られ ると言 えよ う。

24つ の競争行動のパターンとその属性

第1に 、本稿で名づけたポジシ ョン特化型 とは、いわゆる隙間集 中とも言えるも

のである。ポーターが提示 した製品、ニーズ、そ してアクセスの面において、企業

は互い異なるセグメン トで棲み分 けが可能なため、特定のポジシ ョンとそ こでの事

業集中の競争行動 を見せ る。ポジシ ョン特化型 は、あるポジシ ョンに特化す ること

が、参入障壁 ・移動障壁 を構築 し、こうした障壁 を、 自社独特の価値を創造する構

造的な力 として利用す る競争行動である。

本稿の事例では、文具卸の1社 がこの範疇に属す ると言える。文具流通が通販 を

中心に変化 し、競争 も配達ス ピー ド、安 さ、そ して小ロッ ト配送が決定的な要素 と

なってきているため、文具卸はほぼ瀕死の状態に追い込まれていた。そこで早 くか

ら単価の安い文房具か らはほぼ撤退 し、スチール商品 と呼ばれるオフィス用機器 ・

家具に集 中してきた。特に、多くの卸売企業が撤退、倒産 したため、スチール商品

の購入、事務所移転や改修などが必要な場合、相談相手 としての企業がなくなって

いることに着 目し、親密な相談相手 としての事業展開を行 った。それが結果的にオ

フィス用機器 ・家具に特化す る事業構造 となってお り、中小卸売企業 として生き残

りが可能な要因 となっているのである。

第2に 、ポジション ・べ一ス ・オペ レーション効率追求型は、事業方向性 として

特定のターゲ ッ トに基盤を置 くものの、そのセグメン トにおいて他社 と棲み分けが

できるほ ど、決定的な参入障壁や模倣障壁が働かないため、オペ レーシ ョン効率を

通 じて特定ポジションで優位牲 を発揮 しようとする競争行動である。製品およびサー

ビス品質向上や企業間関係 の強化、顧客間関係強化、社内活性化、独 自技術追及 な

ど、 日々のオペ レーシ ョン効率を積み重ねることが、特定のポジシ ョンにおいて差

別的優位性を発揮す る要素 となる。

151



国 際 経 営 フォ ー一ラムNo.18

今回の事例では、HR社 が この範疇に属する と言える。消防防災施設の設計 ・施

工および保守業は、典型的な下請け業界であ り、それだけを専門的に行っている企

業が少ない中で、HR社 は施工業務 に特化するポジシ ョンで事業を集 中 してい る。

しかも、大手メーカーが受注 し、それを地元の小規模の設備施工会社に再発注す る

とい う下請け慣行から離脱 し、受注か ら施工 ・保守 を自前で行 うことにより、顧客

に安全 と安心を売 り物に している点か ら、隙間の発見によるポジシ ョン特化型の競

争行動 とも言える。

しか し、HR社 は、参入 こそ、ポジシ ョニングに近い手法 を踏襲 した ものの、 中

小企業がひ しめく同業界において、ポジシ ョン間の参入障壁や移動障壁を構築す る

ことは難 しいため、オペ レーション効率の積み重ねによるリソースの蓄積を通 じて

模倣障壁 を構築 している。下請 けを拒み、独 自路線 に徹 してい くためには、人材、

ノウハ ウ、知識 といった 自社内部に蓄積 され るリソースに加 え、顧客獲得にも小 さ

な実績の積み重ねによる長い年 月 と努力が必要である。 このことか ら、HR社 の優

位性 と模倣障壁 を構築す るのは、オペ レーシ ョン効率の積み重ねであ り、それが 自

社独特のポジシ ョンを強化する原動力になっていると言 える。

第3に 、オペ レーシ ョン効率追求型は、競争企業間に競争次元の異質性がほとん

ど存在 しないか、異なるポジションがあるとしても、参入障壁や模倣 障壁がほとん

ど働かない業界でよく見 られ る。例 えば、CVS(ConvenienceStore)や ガ ソリンス

タン ドなどが典型的な例である。 これ らの業界では、ポジションの確定や構築がほ

とん ど意味をもたないため、競争行動の焦点は、製品やサー ビスの品質改善、シェ

ア拡大、そ して価格競争に置かれる傾 向が多い。 ゴル フ場 を運営 しているK社 と、

警備業のT社 がこの範疇に属す ると言える。K社 は、ゴル フ場が構造的不況や競争

の同質化 に直面 している中で、明確な差別化の方向性や競争次元を見出せず、サー

ビスの品質改善を通 じて、顧客 に愛好 されることに専念 している。

また警備業を営んでいるTも 状況は同様である。大手警備会社 との競争が一層激

しくなっているにつれて、T社 は侵食 されつつある地元でのシェアを守るために、

事案発生時の対応時間の短縮を最優i先的な業務課題 としている。また相対的に価格

を低めに設定するなど、いわゆるオペ レーション効率性により、 自社 の差別的優位

性を発揮 しよ うとしているのである。

このような競争行動は、企業の戦略性が不在 しているとい うよりも、業界の構造

的要因が企業の 自主的努力を圧迫 しているか らである。バブル崩壊以降、多 くのゴ

ルフ場が厳 しい経営環境にさらされ、価格競争やサー ビス競争 に走ってきた。また、
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ほ とん どの企業が棲み分けの方 向性 を見出せないまま、サー ビス向上や値下げ合戦

に主力 してきた。まさに、ポーターがい う戦略なき、オペ レーション効率のみに頼っ

ている業界であると言えよう。

第4に 、オペ レーシ ョン複合型は、業界構造においては、競争企業間に競争次元

の異質性がほとん ど存在 しないか、異なるポジシ ョンがあるとしても、参入障壁や

移動障壁がほとん ど働かないため、オペ レーシ ョンの複合化を通 じて模倣障壁を構

築 しようとす る競争行動である。

例えば、今回の事例では冠婚葬祭業のH社 と梱包材 の製造 ・卸のY社 がこの範疇

に属す ると言 える。H社 は、顧客層をセ グメン トし、それぞれ異なるブラン ド戦略

で対応 している。 このことは、ポジシ ョニングに照 らしみ ると、二股 をかけること

で、ポジシ ョニングに反する戦略である。む しろ、H社 は、 日々のオペ レーシ ョン

効率の重要性に注 目し、 さらにそれ らのオペ レーション効率を複合化す ることによ

り、競合相手から簡単に真似 され難い長期的な優位性 を築 こうとしているのである。

ところが、H社 はポジション ・ベース ・オペ レーション効率追求型の競争行動 と

しても分類 しうる。実際に冠婚葬祭業は価格、式の形式などで多様なセグメンテー

シ ョンの棲み分けが可能な業界で、業界構造は異質性 に富んでいると言 える。 しか

し、現在H社 は特定のセグメンテーシ ョンでの適合 よりも、持続的なオペ レーショ

ン効率性の追求、そ してオペ レーシ ョン効率 とマネジメン ト・システム との複合化

を通 じて模倣障壁を構築す ることに戦略の軸をおいているため、ポジシ ョン ・べ一

ス ・オペ レーシ ョン効率追求型か らオペ レーシ ョン複合型へ移行中の意味として、

オペ レーシ ョン複合型に分類 した。

オペ レーシ ョン複合化による差別化 の努力は、Y社 も同様である。包装 ・梱包材

料の製造 ・販売において、業界の競争構図がほぼ収敷 している中で、創業55年 以上

の長い販売実績を活か し、顧客のニーズに答えるべ く、多様な商品を取 り扱ってい

る。そ して、ワンス トップ ・シ ョッピングの便利 さを売 りに しなが ら、社員の個々

の能力開発 を高めるために、教育システム、報酬システム、そ して個人商店主のよ

うなマネジメン ト・システムを最適 に複合化する状況を作 り上げている。 このよう

な複合化が、社 内活性化 と顧客か ら信頼 される原動力 となっているのである。

3競 争行動の特徴と長期的変化

以上、6社 の事例か ら競争行動について考察 した。 そこで見 られる特徴 を整理す

ると、次のよ うに要約 され うる。
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第1に 、 日本企業はオペ レーシ ョン効率を事業展開の基盤 に置いている。外部的

には取引先 との頻繁な接触 と交流を図り、内部的には品質改善、コス ト削減、教育 ・

研修など、持続的な改善を推進 している。 これは中小企業だけの特徴とは言えない。

内外利害関係者 とのインターフェイスを重視 し、その相互作用の中で、新 しい情報

や事業上の手がか りを得 よ うとする 日本特有の文化的背景もあると思われる。

第2に 、人的優位性 を活か した事業展開を図っている。特に、熟練スタッフのノ

ウハ ウと経験、そ して専門知識 をべ一スに自社独特の強みを発揮す る仕組みを作 り

上げようと努力 している。 このことは、今回考察 した全ての企業 に当てはまる。特

にその典型 的な例がHR社 である。各種消防防災機器に関す る製品知識お よび施工

知識で武装 している営業社員の存在 こそが、HR社 にとって、下請けの慣行 を打ち

破 り、独 自路線に徹す る原動力であり、事業存続の絶対条件 となっているのである。

1社 も商品知識 と事務効率に熟知 しているスタッフがいるからこそ、スチール商

品の隙間に存続 をかけている。また事情 はH社 とY社 も同様で、 自社独 自の差別的

優位 性を確保す るために、人的優位 性に基盤を置いた事業展開をしているのである。

第3に 、業界構 造が競争行動や企業戦略を大きく左右 している。その典型的な例

が1社 である。1社 の場合、文具流通変革の真最中に、大手通販会社の事業上の弱

点 を徹底的 に狙い、 自社独 自の差別 的な領域 を確保 している。HR社 も下請け慣行

が蔓延 している業界構造の隙間を狙った例である。 したがって、 これ らの企業は、

ポーターのポジショニング戦略 と合致 している競争行動 をとっていると言える。

これに対 して、警備業のT社 は大手企業 との競争 において、特定のオペ レーシ ョ

ンで効率性を追求す ることに徹 してお り、H社 やY社 はオペ レーション効率 とマネ

ジメン ト・システムの複合化 を通 じて、模倣障壁を構築 しよ うとしている。 このこ

とが示唆するところは、企業間の競争次元が同質的か、異質的かによって、戦略展

開の軸が大きく異なるとい うことである。業界構造が異質的で、かっ棲み分けが可

能な業界では、ポジシ ョニングを軸 とした戦略展開が容易である。それに対 して業

界構造が同質的、かつポジション問の移動障壁があま り働かない場合は、オペ レー

ション効率性 と複合化を通 じた競争行動が とられがちである。

第4に 、以上の考察か ら、ポーターがい うよ うに、「日本企業はオペ レーシ ョン

効率のみを追求 している」、 とは一概に言い難 く、業界構造 と自社の リソース蓄積

の度合いに応 じて異なる競争行動 を展開 していると言える。 ゴル フ場経営のK社 の

ように、明確な事業の方向性を見出せないまま、単にサー ビスの品質のみ を追及 し

ている企業 もある。その理由は、ゴルフ場業界がほぼ同質化 し、新たな競争次元の
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構築がほとんど不可能であるか らである。

しか し、H社 、Y社 、HR社 は、ポジシ ョン自体が強い移動障壁や参入障壁 をも

た らす とい う考えよりも、 日々のオペ レーシ ョン効率を積み重ね、 しかもそれ らを

複合的にかみ合わせ ることにより、高い品質、高い顧客満足、そ して地元での名声

と信用など、 自社独 自の リソース として具現化 され ると考えている。 このよ うな リ

ソース蓄積が、自社 を競争相手か ら差別化 させ る原動力 とな り、模倣障壁 として働

く核心要素 と認識 しているのである。 したがって、業界分析 による特定ポジシ ョン

への集 中戦略は、業界構造によって、その戦略の有効性が異なってお り、業界構造

が同質的で、競争次元が類似 している状況で競争を強い られる場合、オペ レーショ

ン効率性が より重要な競争優位の要素 として働 くと言 えよう。

第5に 、競争行動が長期的に変化するとい うことである。上記の図1で 示 してい

るよ うに、業界構造 が異質的で企業間の棲み分けが可能な場合、それぞれの得意分

野を中心 としたポジシ ョン特化型の戦略をとりやすい。 しか し、新規参入が増 え、

業界が成熟 していくと、ポジシ ョン間の異質性や移動障壁が低下 して くる。そこで

企業は特定のポジシ ョンをターゲ ッ トにしながらも、オペ レーション効率を追求す

ることにより、 自社 を差別化 しようとす る競争行動 に踏み出す ことになるだろ う

(ポジシ ョン ・べ一ス ・オペ レーシ ョン効率追求型へ移行)。 さらに、業界が完全に

成熟 し、ポジシ ョン間の参入 ・移動障壁が著 しく低下 して くると、企業間の優位性

の格差は、品質 とコス ト、または規模 の差に収敷 してくる。 この段階になると、巨

額の投資額が必要な業界を除き、ほ とん どの業界は隙間や棲み分けによる生き残 り

が難 しくなるため、企業はオペ レーション効率に重点を置いた事業展開に移行す る

と言える。つま り、企業間の優劣の差が、オペ レーシ ョン効率に帰する段階になる

のである。

この場合、H社 やY社 のように人的資源を中心にオペ レーションとマネジメン ト・

システムの複合化を通 じて模倣障壁 を構築する企業 もあれば(オ ペ レーシ ョン複合

化型へ移行)、K社 のよ うに戦略なき、オペ レーシ ョン効率に徹す る企業 も現れ る

よ うになる(オ ペ レーシ ョン効率追求型へ移行)。 しか し、ポーターの議論 は、業

界構造の変化による競争行動の移行 をほとん ど念頭に置いていない。そのため、 日

本企業には戦略がないとい う結論に達 していると言 えるのではなかろ うか。
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Vオ ペ レーシ ョンの複合化と競争行動の有効性

1競 争行動の有効性と脆弱性

今までの考察に基づき、 日本の中小企業 に見える競争行動の有効性 と脆弱性 を簡

単にまとめてお く。まず、有効性 としては、第1に 、長い間蓄積 されてきたオペ レー

シ ョン(技 術、ノウハ ウ、熟練、顧客 とのインターフェイスなど)に 基づいて事業

展開を行 うため、 リソースに深ま りがある。

第2に 、上記の結果、特定 リソースの蓄積が容易であ り、 しかもその模倣が難 し

い 。

第3に 、オペ レーシ ョン効率に基づいた事業展開を重視 しているため、ポジショ

ンを援用 しにくい業界や同質化 している成熟業界では適応 しなやすい。

第4に 、暗黙知の形成に非常に有効であ り、そのよ うな リソースを他社が真似す

るのはかな りの時間と投資が必要 となる。

第5に 、オペ レーシ ョン効率の努力は企業によ り様 々であ り、その方法論 も企業

独 自の経験によ り異なるため、自社独 自の リソースを構築 し、それをべ一スに戦略

展開ができる。言い換 えれば、オペ レーシ ョン効率性 といっても、ポーターが仮定

しているよ うに、やるべきことが簡単で、かつその推進の方向性が明確 であるため、

誰でも簡単に模倣することができるとい うことではない とい うことである。その秘

密はオペ レーションの複合化にあ り、詳細は後述する。

一方
、脆弱性 としては、第1に 、熟練 と長期間の人材育成に頼る傾 向が多いため、

ノウハ ウや経験の形式知化に遅れている。 このことは今回取 り上げた6社 全てが経

営課題 として人材確保 と育成の問題を指摘 していることか らも確認できる。特 に、

営業社員を育て るのに最低5年 はかかると答えているHR社 を始め、Y社 、H社 、

そ して1社 も熟練 スタッフの育成 こそが、事業展開の中核要素 となってお り、離職

の多い中小企業に とって、戦略展開の難 しさを端的に表 してい ると言える。

第2に 、熟練スタッフを事業展開の中核要素 として据え置 くことにより、思い切 っ

た方向転換や戦略展開ができなく、既存のや り方や しが らみにとらわれやすい。

第3に 、多 くの企業が トライ&エ ラーの試行錯誤 を通 じて戦略方向性 を確定 して

い くため、その結果、同質的競争に走 りやすい。言い換えれば、最初から明確なター

ゲ ッ トや事業の方向性 を定め、それに適合 していくパ ターンではなく、事業展開の

中で、試行錯誤的に自社独特の価値創造の方向性 を徐々に形成 していく場合が多い

ため、業界全体が同じ競争次元で競争を繰 り広げ、競争が同質化 しやすいのである。
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第4に 、これ らの結果、環境変化に適用するス ピー ドが遅 く、先発企業へ追従す

るパターンが多 くなる。そ して、これ らの要素が複合的に作用 し、多 くの 日本の中

小企業が戦略先行 とい うよ りは、オペ レ・一ション効率先行に走 る結果 とな りやすい。

2オ ペ レーシ ョン効率追求に見える競争行動の合理性

今回の中小企業に対す るインタビュー調査に基づ くと、 日本の中小企業は、多 く

の場合戦略先行型 とい うよりも、オペ レーシ ョン効率を積み重ねた上で、自社独特

の戦略方向性 を明確化 してい く場合が多い と言える。無論、HR社 の ように参入時

か ら明確 に隙間を狙っている場合 もある。 しか し、多 くの場合、中小企業 とい う事

業上の特質から、参入障壁や模倣障壁が低 く、外部環境要因の変化にも非常に脆弱

であるため、事業展開の軌道修正を余儀iなくされた り、競合他社 と類似な競争行動

をとった りする場合 もよく見 られ る。

また、高度成長期に創業 した企業の場合、成長期にはそれ ほど戦略を意識す るこ

となく、成熟期 に進入 し、徐々に戦略を意識 してきた ことも否めない。 したがって、

傾向 としては、 トライ&エ ラーの形で実行 しながら自社独特の価値創造の方向性を

追求 してきた と言える。 このような競争行動がマクロ経済の低迷 とあいまって、欧

米の企業か らは勝者 なき同質的競争の収敷 に映っているのであろ う。

特に、業界が成熟化 した り、あるいは業界が同質化 した りしてポジション構築が

難 しい場合、差別化の一環 としてオペ レーション効率を追及す る傾向が強い。そ し

て、多 くの中小企業が 自社独特のポジシ ョン(市 場 と自社の接点、っま りどこに経

営資源を集 中す るか)は 、む しろ当然の前提 としなが らも、 自社独 自のノウハ ウ、

技術、顧客間関係、人的資源 などの リソース獲得を通 じて、そのポジションでの差

別的優位性 を強化 してい くとい う競争行動 を見せている。

このように、 日本企業にとってオペ レーシ ョン効率の追求は、 リソース獲得の手

段であ り、その リソースを通 じて、特定の製品 ・サー ビス領域において差別的優位

性 を具現化 しようとしているのである。また、企業間競争が激 しく、競争圧力がポ

ジション間の同質性を促す よ うな成熟期の経済下においては、オペ レーシ ョン複合

化 を通 じて、自社独特の リソースを獲得 し、それによる模倣障壁を構築 してい く競

争パターンが見 られ る。そこにオペ レーション効率を重視する日本企業の合理性 を

見ることができるのではなかろ うか。

3オ ペ レーシ ョン複合化 と模倣障壁の構築
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ではなぜ、オペ レーシ ョン複合化 による模倣障壁 の構築が可能なのか。遠藤は、

競争力の強い企業の条件 としてオペ レーションの優位性 を取 り上げ、オペ レーシ ョ

ンの優位性が 目指す もの として、圧倒的な業務効率性によるコス ト優位 と、現場主

導 による新たな顧客価値の創 出を提示 している15。ポジシ ョニ ング構築を前提 とす

るポー ター とは正反対の見解であ り、非常に参考に値す る見解である。 しかし、遠

藤の見解は、オペ レーシ ョン効率追求が模倣の悪循環を招いている、とい うポーター

の指摘に対する答えにはな らない。問題の本質は、オペ レーシ ョン効率は模倣障壁

がない とい う前提に立っているポーターの見解 に対 して、オペ レーション効率性の

追求がいかに模倣障壁を構築 してい くのか、とい う仕組みを解明 しなければならな

いのである。

オペ レーシ ョン効率性の追求が、長期的な模倣障壁を構築 し、競争優位を発揮す

るためには、下記の3つ の前提が必要である(図2参 照)。 第1に 、オペ レーシ ョ

ン効率性追求が戦略 と一貫性 をもつことである。つま り、 自社独 自の価値創造に見

合ったバ リューチェー ンの編成 とそれを推進す る業務効率が一貫 しなければならな

い とい うことである。また、戦略方向性 にしたがって、個々のオペ レーシ ョンが互

いに密接 にかみ合わなければならない。これをポーターは戦略 と業務活動のフィッ

ト(fit)と して説明 している16。

第2に 、個々のオペ レーシ ョン効率活動が首尾一貫性をもって推進 され るように、

マネジメン ト・システムがオペ レーション効率活動 と複合的かみ合 わなければなら

ない。言い換 えれ ば、オペ レーシ ョンの推進力(drivingfbrce)と してマネ ジメン

ト・システムを複合化 し、明確な方向性 に向かって、業務活動を強力に推 し進める

ことである。マネジメン ト・システムがオペ レーシ ョン効率を推 し進 めるエ ンジン

とな り、 しかも一貫性をもって複合的にかみ合 うと、業務効率において他社を圧倒

し、競争優位 を発揮す ることができのである。複合的にかみ合 うとい うことは、推

進力 としてのマネジメン ト・システムがオペ レーシ ョ効率活動 とかみ合わず、空回

りした り、逆行 した りす ることにより、む しろオペ レーシ ョン効率追求を妨げるこ

とがあってはな らないとい う意味である。

しか し、 この段階ではあ くまでもオペ レーシ ョン効率性の追求にしかならなく、

長期的な競争優位 を保証す るものではない。多 くの企業が短期的にはこのようなオ

'5遠 藤 功 『現 場 力 を 鍛 え る』 東 洋 経 済 新 報 社
、2004年 、43-45ペ ー ジ 。

16Porter(1996)
,oP.cit.
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ペ レ,.シ ョン効率活動を行ってお り、効果 を上げている。 しか し、それが長期的に

持続するか どうかは、別の次元である。 この点において業務活動の適合 を主張す る

ポーター も短期的な競争優位だけを説明 しているに過ぎない と言 える。

第3に 、オペ レー ション持続性 を企業文化 レベル まで浸透 させ ることである。オ

ペ レーシ ョン効率を長期的に持続 し、 日々の業務活動において自然に表れ る遺伝子

として定着 させ ることである。 この段階になると、社員が企業文化を共有 し、独創

的な組織能力が企業の隅々で表出化するため、早晩には真似のできない模倣障壁 と

なるのである。 この段階になって初めて、長期的な競争優位が実現 され ると言える。

この3つ のプロセスを通 じた長期的な模倣障壁の構築は、RBVに おける理論的問

題である、 リソースをいかに獲得 しうるかに関 しても17解明の糸 口を与える。そ し

てポーターの指摘、「日本企業には戦略な く、オペ レーシ ョン効率のみを追及 して

いるため、早晩に真似 され るだけ」 とい う見解 に対 しても、オペ レーション効率の

一面だけを見て
、複合化による模倣障壁構築 とい う側面を見逃 している、 と反論す

ることができるのである。

17M
.E.Porter,"TowardsDynamicTheoryofStrategy,"StrategicルManagement/orrrnal,VoL12,

Winter,1991,pp.95-117.
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図2オ ペ レー シ ョンの複 合 化 と企 業 文 化 と して昇華
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VI結 論 一オペ レーシ ョン効率追求 と戦略性 一

以上で競争行動に関す る分類 を試み、 日本企業におけるオペ レーシ ョン効率追求

の背景 とその合理1生を考察 した。今まで考察 したように、確かに日本企業はオペ レー

ション効率に頼っていることは否 めなく、中小企業の経営者 もオペ レーション積み

重ねを通 じて、 自社独特の リソースを獲得できると考 えている。 しか し、オペ レー

シ ョン効率を重視 している企業にも、そ こには有効性 と合理性があ り、高い戦略性

が潜まっていると言える。

日本企業がオペ レーシ ョン効率を重視する背景には、競争の激 しい 日本市場 にお

いて、多 くの業界が同質化 し、棲み分けができない状況 にあると考えられ る。特に

参入 ・移動障壁が低 く、多 くの中小企業がひ しめく業界であればあるほど、業界の

競争次元が同質化 し、競争次元 も収敏 している。そ こで、製品やサー ビスの品質改

善、価格競争力の強化などを通 じて自社 を差別化 しようとしているのである。

確かに明確な差別化の方向性を見出せないまま、 目先のオペ レーシ ョン効率に走

る企業 も多くあるが、参入障壁や移動障壁、そ してポジシ ョン間の トレー ド・オフ

がほとんど働かない業界であっても、オペ レーションの複合化 を通 じて、独特の価

値を創造 している企業も多 く見 られる。 どの会社でも行っているようなオペ レーシ ョ

ン努力を持続化 ・複合化することで、 自社 を差別化 し、長期的な模倣障壁 を構築 し

ようとしているのである。

したがって、「日本企業には戦略な く、オペ レーシ ョン効率のみを追求 している」

とい うポー ターの主張は、 日本企業の競争行動 を表面的には正確に とらえているも

のの、個別の業界状況 と企業の主体的要因を有機的に関連付けて考察 してみると、

議論の余地が多い と言わ ざるをえない。む しろ、ポジシ ョニ ングこそ、事業の方向

性 として当然の前提であり、 自社独 自の価値 を生み出す原動力はオペ レーション努

力 とその長期持続性にかかわっている と言 えるのではないか と考え られ る。
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